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退職給付債務（PBO）計算

退職給付会計では、年金数理計算によって債務を評価し、退職給付引当金や退職給付費用を計上する
必要があります。このプロセスは複雑であり、かつ外部委託先に依拠する部分が多くなっています。
そのため、会計処理を適切に行って外部監査に適切に対応するには、会計・監査・年金数理に係る高
い専門能力を持ち、柔軟で迅速なサービスの提供が可能な計算機関の選任が不可欠といえます。
また、退職給付会計基準では、退職給付債務と年金資産の差額を企業の連結B/Sに負債計上するこ
ととなっており、企業の財務管理の観点から退職給付債務や年金資産の変動リスクを管理し、株
主等に対する説明責任を果たすことも要請されています。
あずさ監査法人は、公認会計士のみならず、企業年金の受託機関で経験を積んだアクチュアリー
が多数在籍しており、監査法人としての経営管理や財務会計における強みを活かした退職給付関
連サービスを提供しています。

退職給付債務計算に係る想定課題（局面・視点別）

現在のPBO計算の委託先から、
十分なサポートが
得られていますか？

決算処理の早期化を図るために計算期間の短縮が望まれます。

また、M&A等に際しては、企業価値の精査（デューデリジェンス）のた
めにPBO計算が必要なケースもあり、このような場合は秘密保持に配慮
しつつ、短期間で計算結果を得る必要があります。

短期間で結果が欲しい課題2

退職給付会計は見積り計算であり、前提条件の設定が重要であるため、
会社の実態に即した合理的な設定を行うことが必要です。

また、計算結果に係る十分な監査証拠を得て、経営者や会計監査人への
説明を適切に行うこと、さらに、金利情報や会計基準等の変更といった
情報をタイムリーに把握することも必要です。

会計処理・監査に適時適切に対応したい課題3

IFRS®会計基準や米国会計基準では、PBO計算や会計処理・開示等が日
本基準と若干異なります。親会社がこれら海外基準を採用している場合
や、自社がこれらの会計基準を任意適用する場合には、対応が必要に
なります。

また、公益法人や病院等については、民間企業と同様の会計基準の採用
が進む中で、PBO計算が必要になるケースも出てきています。

海外基準や会計基準変更等に適切に対応したい課題5

退職給付制度は、前提条件や外部環境の変化によってその会計数値が
大きく変動します。変動要因を事後的に説明することはもちろんですが、
どのような環境変化があったらどの程度数値が変化するかを予め把握
しておき、必要な対応を戦略的に行っておくことも重要です。

退職給付会計を経営管理に組み込みたい課題4

計算委託先への前提条件の指示や、決算期末への退職給付債務の「調整
計算」や数理計算上差異の把握などを適時かつ効率的に行うには、外部
専門家からのアドバイスを受けることも必要です。

また、連結子会社が多いケースでは、計算委託先を集約する等で、委託
先とのやり取りの簡素化が図られるほか、委託報酬を低減できる場合も
あると考えられます。

業務の効率化やコスト削減を図りたい課題6

自社計算ソフトによってPBOを計算している場合、通常は社内のメン
バーだけでは計算結果の正確性に関する確認が難しいため、内部統制の
観点から、計算結果の正確性の確認を外部の専門家に依頼することも考
えられます。

自社計算によるPBOを第三者の目で見てほしい課題7

これまで「簡便法」を採用していた企業が従業員数の増加を受けてPBO

計算が必要になるケースが典型です。変更による財務会計面の影響把握は
もちろん、計算委託先の選定や会計実務の変更なども必要になります。

また、会社の設立や分離新設の場合、あるいは新たに退職給付制度を
導入した場合なども同様です。

初めてのPBO計算にスムーズに対応したい課題1
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あずさ監査法人の退職給付債務（PBO）計算サービスの特長

あずさ監査法人の退職給付債務（PBO）計算サービスの概要（標準的なケース）

通常のケースでは、従業員データ等の確定後、2～3週間程度で計算結果を提供します。／各社の状況やニーズに応じて、上記フローの内容をカスタマイズするこ
とも可能です。

Step1 計算基礎の決定

• 提示いただいた従業員データ等に基づき、
退職率や昇給率等の算定を行います。

• 割引率等の決定に必要な情報を提供
します。

Step2 数理計算の実施

• 退職給付債務や勤務費用、および注記
に必要な数値等の評価を行います。

• アクチュアリーの記名付きの計算結果
報告書を提供します。

Step3 会計処理の支援

• 期末時点の実勢を踏まえ、退職給付引当
金や退職給付費用の計算を行います。

• 会計処理や注記に関する相談に適宜対
応します。

• 監査法人として、会計基準やディスクローズの基準や実務等に精通
しており、PBO評価だけでなく会計処理や開示・注記等についても
アドバイスが可能です。

• グローバルに展開するKPMGのメンバーファームであるため、IFRS
会計基準を含む海外情報の入手にも強みがあります。

• 必要に応じて、PBOや勤務費用だけでなく、翌年度の退職給付費用
等の会計処理例や開示に必要な数値についてもレポートを行い、
会計処理への対応負荷を軽減します。

監査法人としての財務会計における強み特徴1
• 受託機関で年金実務を経験し、監査法人で監査実務の経験も積んだ
アクチュアリーが、企業の制度設計や退職給付会計等の状況を踏ま
えた総合的なサービスを提供します。

• 監査手続にも精通していますので、必要に応じて、監査人との協議に
ついてもサポートが可能です。

監査実務と年金実務における豊富な経験特徴2

• 以下のような要望に対し、柔軟かつ迅速に対応します。
割引率を含む計算基礎の推奨案の提示
計算前提の急な変更・追加の計算依頼
期末の補正計算の代行
監査人からの質問・確認への対応
開示数値の作成に関するサポート
計算前提の変化による会計数値への影響分析
年金財政や年金会計の将来シミュレーション
M&A等における迅速な数理計算の実施

スピーディーかつ柔軟な対応特徴3
• グローバルに展開するKPMGのメンバーファームであり、海外での
実務経験のあるアクチュアリーも在籍しているため、IFRS会計基準
や米国基準に精通しており、これらの基準に係る数理計算も提供し
ています。

• 英文での計算結果報告書の提供や、親会社からの質問対応なども対
応可能です。

• 必要に応じ、KPMGの海外メンバーファームとも連携して、グローバ
ルベースで首尾一貫した会計処理を支援することが可能です。

グローバル対応特徴4

• 年金資産の運用受託等を行っていませんので、企業年金制度運営とは
独立した第三者として中立的に業務を行います。

• M&Aや株式上場、IFRS会計基準適用など、守秘性が高く受託金融機
関に計算を委託しにくい場面でも、対応が可能です。

• 自社計算ソフト等によって行ったPBO計算結果の確認なども対応が
可能です。

第三者としての独立性特徴5
• アクチュアリーが公認会計士等の専門家と連携し、監査法人としての中
立的な立場から、年金・退職給付制度の見直しやリスクマネジメントの
高度化を支援しています。具体的には以下のサービスの提供が可能です。
退職給付制度の見直しに関するアドバイス（現状分析、制度設
計、導入サポート等）
退職給付制度の運営に関するアドバイス（リスクマネジメン
ト・内部統制等）
年金資産運用に関するアドバイス（年金ALM分析、ポートフォ
リオ構築支援等）
企業結合・企業再編等における年金債務・年金制度の調査・ア
ドバイス（制度統合や分離に関するアドバイスを含む）

経営管理の視点からの関連サービス特徴6


